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独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
平成２９年 ４月 　１日

平成３０年 ３月 ３１日

（認定特定求職者職業訓練勘定）



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

　（うち当期総利益　　5,912,653,279　）

貸借対照表
（　平成３０年３月３１日　）

資産の部

　現金及び預金 8,700,940,260
　未収金 15,714

　Ⅰ　流動資産

　前払費用 4,250,039

　未収消費税等 76,300
　たな卸資産 13,790

　Ⅱ　固定資産

　流動資産合計 8,705,296,103

　減価償却累計額 △ 26,977,188 7,529,226
　工具器具備品 24,990,545

　１　有形固定資産
　車両運搬具 34,506,414

　有形固定資産合計 17,101,728

　減価償却累計額 △ 15,418,043 9,572,502

　資産合計 8,722,397,831

　固定資産合計 17,101,728

　Ⅰ　流動負債

負債の部

　預り金 18,666

　未払金 664,030,189
　未払費用 295,233

　Ⅱ　固定負債

　流動負債合計 664,344,088

　固定負債合計 17,101,728

　資産見返負債
　資産見返運営費交付金 17,101,728 17,101,728

純資産の部

　負債合計 681,445,816

　積立金 2,128,298,736
　当期未処分利益 5,912,653,279

　Ⅰ　利益剰余金

　利益剰余金合計 8,040,952,015

　負債純資産合計 8,722,397,831

　純資産合計 8,040,952,015



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

　　当期総利益 5,912,653,279

　　当期純利益 5,912,653,279

　　　　　　　臨時利益合計 4,849,254,543

　　　運営費交付金精算収益化額 4,849,254,543

　　臨時利益

　　　　　　　臨時損失合計 2

　　　固定資産除却損 2

　　臨時損失

　　　　　　　経常利益 1,063,398,738

　　　　　　　経常収益合計 3,753,744,498

　　　雑益 8,186,459

　　　財務収益
　　　　受取利息 2,257,621 2,257,621

　　　　資産見返運営費交付金戻入 8,817,650 3,743,300,418

　　　運営費交付金収益
　　　　運営費交付金収益 3,734,482,768

　　経常収益

　　　　　　　経常費用合計 2,690,345,760

　　　　その他の一般管理費 92,172,073 184,091,376

　　　一般管理費
　　　　人件費 91,919,303

　　　　その他の業務費 922,142,247 2,506,254,384
　　　　減価償却費 8,817,648

　　　業務費

損益計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）

　　経常費用

　　　　人件費 1,575,294,489



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　業務費及び一般管理費による支出 △ 1,039,168,851
　人件費支出 △ 1,467,480,877
　運営費交付金収入 3,738,683,000
　その他業務収入 9,499,012

　小計 1,241,532,284

　利息の受取額 4,484,298

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,246,016,582

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 2,220,390
　定期預金の払戻による収入 2,522,572,250

　投資活動によるキャッシュ・フロー 2,520,351,860

Ⅲ　資金増加額 3,766,368,442

Ⅳ　資金期首残高 4,934,571,818

Ⅴ　資金期末残高 8,700,940,260

キャッシュ・フロー計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 5,912,653,279
　当期総利益 5,912,653,279

Ⅱ 利益処分額
　積立金 5,912,653,279

（認定特定求職者職業訓練勘定）

利益の処分に関する書類　 　　　　　　　　　



（認定特定求職者職業訓練勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

業務費 2,506,254,384
一般管理費 184,091,376
臨時損失 2 2,690,345,762

(2) （控除）自己収入等
財務収益 △ 2,257,621
雑益 △ 8,186,459 △ 10,444,080

　業務費用合計 2,679,901,682

Ⅱ　引当外賞与見積額 △ 6,041,467

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額 △ 333,838,099

Ⅳ　行政サービス実施コスト 2,340,022,116

行政サービス実施コスト計算書
（　平成２９年４月１日　～　平成３０年３月３１日　）



（認定特定求職者職業訓練勘定） 

重要な会計方針 

 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（平成 27年1月27日改訂）並びに「独立

行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」（平成 28年2月改訂）（以下「独立行政

法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 ただし、「独立行政法人会計基準」第 43（注解39）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を改

正する法律」の附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント

区分に基づくセグメント情報の開示を行っております。 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

なお、業務の進行基準と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動について

は期間進行基準を採用しています。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

３．減価償却の会計処理方法 

有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

車両運搬具  4～ 6年 

工具器具備品  5～15年 

４．貸倒引当金の計上基準 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

５．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与については、運営費交付金等で国から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上して

おりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準第 88

に基づき計上しております。 

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

退職一時金については、運営費交付金により国から財源措置がなされるため、退職給付に係る  

引当金は計上しておりません。 

企業年金基金から支給される年金給付については、企業年金基金への掛金及び年金基金積立不足額

に関して運営費交付金により国からの財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお

りません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職一時金制度

に係る増加見積額については、事業年度末に在職する役職員に係る退職給付見積額の増加額から、事

業年度中の退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して算定しております。また、企業年金基金制

度に係る増加見積額については、年金債務に係る事業年度末の退職給付見積額から前期末退職給付見

積額を控除して算定しております。 



（認定特定求職者職業訓練勘定） 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（認定特定求職者職業訓練勘定） 

注記事項 

 

 〔貸借対照表関係〕 

  ・運営費交付金により国からの財源措置として充当されるべき賞与の見積額 

 90,603,009円  

 

  ・運営費交付金により国からの財源措置として充当されるべき退職給付の見積額 

 1,762,855,667円  

 

 〔損益計算書関係〕 

     ・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 1,148,343,755円 1,748,272,951円 

法定福利費（職員） 229,106,157円 402,226,015円 

退職手当（職員） 197,844,577円 314,364,225円 

  

 ・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 702,180.662円 646,975,357円 

賃借料 50,411,263円 79,367,532円 

旅費交通費 32,673,461円 71,875,637円 

賃金 30,505,240円 45,007,889円 

消耗品費 19,426,359円 41,686,581円 

 

  ・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 70,702,154円 

法定福利費（職員） 14,592,284円 

役員報酬 3,260,588円 

退職手当（職員） 2,975,854円 

法定福利費（役員） 388,423円 

 

  ・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

雑役務費 25,120,006円 

保守料 19,077,270円 

修繕費 9,483,582円 

消耗品費 6,070,271円 

謝金 5,739,458円 

 

・雑益のうち主要な費目及び金額 

職員宿舎使用料 

その他の雑収入 

8,102,462円 

83,997円 



（認定特定求職者職業訓練勘定） 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

  ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,700,940,260円 

資金期末残高 8,700,940,260円 

 

 〔行政サービス実施コスト計算書関係〕 

  ・引当外賞与見積額の算定基礎 

当期末における引当外賞与見積額 90,603,009円 

前期末における引当外賞与見積額（△） 96,644,476円 

行政サービス実施コスト計算書の引当外賞与見積額 △6,041,467円 
 

  ・引当外退職給付増加見積額の算定基礎 

(退職一時金制度)期末在職者に係る退職給付見積額の増加額 △138,677,425円 

(退職一時金制度)期中退職者に係る前期末退職給付見積額（△） 156,371,075円 

(企業年金基金制度)年金債務に係る退職給付見積額の増加額  △38,789,599円 

行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額 △333,838,099円 

     

〔金融商品関係〕 

  １．金融商品の状況に関する事項  

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限

定しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

２．金融商品の時価等に関する事項  

平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 8,700,940,260円 8,700,940,260円 － 

(2) 未収金 15,714円 15,714円 － 

資産 計 8,700,955,974円 8,700,955,974円 － 

(1) 未払金 (664,030,189円) (664,030,189円) － 

(2) 預り金 (18,666円) (18,666円) － 

負債 計 (664,048,855円) (664,048,855円) － 

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

○資産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。  

(2) 未収金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 



（認定特定求職者職業訓練勘定） 

○負債 

(1) 未払金  

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 
 

〔重要な債務負担行為〕 

  該当する事項はありません。 

 

〔重要な後発事象〕 

  該当する事項はありません。 

 




